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令和７年度「北の住まいるタウン」検討協議会の開催概要 

 

■ 開催日時 令和８年１月３０日（金）10:00〜12:00 

 

■ 開催場所 北農健保会館 ３階 会議室 （オンライン併用） 

 

■ 出席者（敬称略、出席者名簿順） 

[構成員] 

（地独）北海道立総合研究機構建築研究本部北方建築総合研究所 主査 石井 旭（欠席） 

酪農学園大学農食環境学群循環農学類農業施設学研究室 准教授 石川 志保（欠席）  

北星学園大学社会福祉学部社会福祉学科 教授 岡田 直人 

北海道大学大学院情報科学研究院 教授  川村 秀憲（欠席） 

（一社）清水沢プロジェクト 代表理事  佐藤 真奈美 

北海道文化放送 気象予報士・防災士  菅井 貴子（オンライン） 

北海学園大学工学部生命工学科 教授 鈴木 聡士（オンライン） 

北海道大学 副学長   瀬戸口 剛［座長］ 

株式会社日本政策投資銀行北海道支店 次長 天野 学（オンライン） 

（一社）北海道商工会議所連合会 GX 推進支援部・物流対策担当 部長 福井 邦幸 

北海道経済連合会 政策局長   柳川 雅昭 

国土交通省北海道開発局事業振興部 都市住宅課長     財津 知亨 

経済産業省北海道経済産業局資源エネルギー環境部 エネルギー対策課長 髙橋 育男 

環境省北海道地方環境事務所 次長          西野 雄一 

林野庁北海道森林管理局森林整備部 資源活用第一課長        林  裕之 

国土交通省北海道運輸局交通政策部 交通企画課長        若杉 貴志（オンライン） 

農林水産省北海道農政事務所生産経営産業部 総括農政業務管理官  渡辺 理志 

   代理 課長補佐 池田 誠 

 

[事務局] 

北海道建設部建設政策局建設政策課 

日本データーサービス株式会社 (事業受託者) 

 

 

■ 議題 

議題１ 令和７年度「メイヤーズフォーラム」開催報告 

議題２ 「持続可能なまちづくり」事例調査について 

 （１）事例調査の趣旨 

 （２）協議会委員ヒアリング結果（概要） 

 （３）収集した事例（一覧） 

 （４）事例集の構成案 

議題３ 令和８年度「北の住まいるタウン」の取組（案）について 
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【配付資料】 

 

・次   第 

・配 席 図 

・出席者名簿 

・資料１ 令和７年度メイヤーズフォーラムの開催報告 

・資料２ 事例調査の趣旨 

・資料３ 協議会委員ヒアリングの結果（概要） 

・資料４ 収集した事例（一覧） 

・資料５ 「持続可能なまちづくり」を進める上でのポイントについて 

・資料６ 事例集のひながた（５事例） 

・資料７ 令和８年度「北の住まいるタウン」の取組（案）について 

 

 

概要 

 

【議題１】 

＜事務局より、資料１に基づき説明＞ 

 

【資料説明後、意見交換】 

 

○瀬戸口座長 

・第 13 回目となる今年度のメイヤーズフォーラムは、会場とオンラインを合わせて 222 名の

参加があり、大変多くの方に参加いただいた。今年度のテーマは「歩いて暮らせるまちづく

り」で、過去のフォーラムでは、福祉、地域交通など様々な視点でお話をいただいている。 

・過去に開催したメイヤーズフォーラムのテーマの一覧資料があるとよい。 

・毎回数名の首長に登壇いただき、どのようなビジョンをもってまちづくりを進めているか講

演いただいている。首長の話を聞くことができる機会は少ないと思われるため、貴重な場と

なっている。 

・例年、可能な限り北海道町村会行事の開催の前後に合わせて、メイヤーズフォーラムを開催

しており、登壇予定がなくても会場に足を運んでくれる首長が毎回数人いる。 

・来年度も開催予定であり、委員の皆様にもぜひご参加いただきたい。また、来年度のテーマ

も検討中であり、ご意見やご提案があれば、お聞かせ願いたい。 

 

【議題２】 

＜事務局より、資料２～資料６に基づき説明＞ 

 

 

【資料説明後、意見交換】 

○瀬戸口座長： 

・本日は大きく３点について協議いただきたい。１点目は今後作成する事例集について、２点

目は来年度のメイヤーズフォーラムのテーマについて、３点目はその他についてである。 
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各委員からひとこと 

 

○岡田委員 

・メイヤーズフォーラムのテーマについて、最近はバスなどの公共交通の廃線・減便が続いて

いるなど、公共サービスの維持が難しくなっていることを多くの方が感じていると思う。 

・特に、小規模な自治体の場合は、人口減少で居住が点在していく中で大きな課題であると思

われる。例えば利便性向上に向けて行政が支援をして集合住宅に誘導するなど、多くの自治

体で取り組んでいけるよう議論していくと良いのではないか。 

  →瀬戸口座長：公共サービスの中でも水道インフラが深刻である。令和 7年に発生した埼

玉県八潮市での陥没事故により、水道インフラの維持管理に関する全国的な課題が顕在

化したと思う。 

 

○佐藤委員 

・今年度、メイヤーズフォーラムに初めて参加し、大変興味深く拝聴した。事例紹介がいずれ

も小規模なまちであり、自分の活動分野と重なるところがあった。ご講演後に浦幌町長とお

話をすることができ、大変有意義な機会であった。 

・テーマについては、令和５年度の「スポーツでつながる魅力ある地域をめざして」のような

新しい取組に関するテーマと小規模なまちを持続していくことに関するテーマを、毎年交互

に設定してはいかがか。 

・事例集については、資料４「収集した事例（一覧）」に掲載されている夕張市の３事例のう

ち、No.40「CBM（炭層メタンガス）の試掘調査」」については取組が完全に終わっていると

思われるため、ご確認いただきたい。類似の取組として、三笠市では UCG（石炭地下ガス化）

と CBM を組み合わせたハイブリッドの石炭地下ガス化（H-UDG）を積極的に進めているため、

差し替えることも考えられる。 

・資料４に記載されている事例をみると、歴史・文化に関する事例が少ないと感じている。ま

ちのアイデンティティはそれぞれのまちの歴史や文化がスタートとなっていると思うため、

歴史の文脈をいかにして残していくか、その観点も加えると良いと思う。 

・今回のヒアリング調査では、自分が取り組んでいる事例として清水沢プロジェクトについて

紹介した。簡単に説明させていただく。※資料 3「協議会委員ヒアリングの結果（概要）」

の補足資料【6➀】を用いて説明 

 

○柳川委員 

・２年前から道内市町村を回り、実態把握調査を行っている。これまでに 101 市町村を訪問し

た。また、調査と並行し、北海道経済連合会（以下「道経連」とする）で会員企業からなる

地方創生チームを立ち上げ、4つの自治体にアドバイザー、道の地域戦略課・地域政策課・

DX 推進課にオブザーバーとして参画いただいている。議論のとりまとめが完了次第、本協

議会でも共有させていただきたい。 

・資料５『「持続可能なまちづくり」を進めるうえでのポイント』について、道経連のとりま

とめと若干ニュアンスが異なる部分があるためお伝えする。 
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・まず、地域交通の課題について、ヒアリングを行った８割の自治体が、地域交通を課題とし

ていた。資料５に「公共交通機関の柔軟な運営（住民・まちづくり会社運営）」とあるが、

表現を見直してはいかがか。その理由として、資料４にあった厚真町の取組は、民間による

柔軟な運営を行っているが、地域交通を持続的に維持する責任が市町村にあることを考える

と、運営主体を柔軟にすることだけでは、問題が解決しないケースも多いと思う。 

・道経連で実施した調査の主な結論は３つであり、それらと関連した内容をお伝えする。 

・まず、担い手不足の現実的な解決策について、首都圏や三大首都圏などで役職定年したアク

ティブシニアなどに北海道で活躍していただくアプローチをすることが必要である。そして、

子育て世代については、地元の人にいかに残ってもらうかという視点も大事であるが、移住

を考えている人に目を向けることも必要である。東京の移住相談会を見てきたが、相談者の

多くが子育て世代であった。東川町では、小学校入学時の子どもの数が出生年の 2倍になっ

ており、移住者により子育て世代が増えている。 

・２つ目は官民共創である。元気があるまちは民間企業との連携が活発であり、元気がない自

治体は連携が少ない印象である。 

・資料５に「民間企業・スタートアップとの連携により、地域にお金が落ちる仕組み作り」と

あるが、企業自身が稼ぐことも必要であるため、表現を見直すことも考えられる。 

・官民共創と関連して、上川町では「感動人口 1億人」というキャッチフレーズを掲げて多く

の民間企業と連携協定を締結しているほか、東川町も３０数社ほどと連携協定を結んでおり、

事例に加えてはいかがか。 

・３つ目は広域連携についてである。広域連携の方法はさまざまであり、資料５に記載されて

いる「近隣中核都市との連携」も一つの方法であるが、例えば、国の定住自立圏の制度でい

えば、人口 4 万人～5 万人の中心市が必要で、そういう都市がない地域も北海道には多くあ

るし、市町村同士の連携は課題も多い。むしろ、振興局という北海道独自の仕組みを使いな

がらサポートしていくことが重要だと思う。上川管内では上川総合振興局が支援を行いなが

ら、連携を進めようとしている。 

  →瀬戸口座長：どういった課題が解決され、その先にある方策についても考えていくこと

が必要である。また、規模が小さいまちと大きいまちがつながっていくことも重要だと

思う。 

 

○財津委員 

・今年度、一昨年度のメイヤーズフォーラムに参加し、首長の話を聞くことができる貴重な機

会だと感じている。 

・立地適正化計画を策定しても計画通りに進んでいないというケースもみられるため、国土交

通省では、まちづくりの健康診断として、居住誘導区域内の人口変化や都市機能誘導施設の

誘導状況に関するデータを、自治体に提供している。代表的な自治体は事例集として公開さ

れており、今回の事例集作成にあたり参考になるかもしれない。 

・事例集のサンプルはわかりやすくてよいと思う。完成次第、国土交通省にも紹介したい。 

  →瀬戸口座長：事例集は他でも作られており重複している事例もあると思う。共有してバ

ージョンアップしていくことも考えていけるとよい。 
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  →瀬戸口座長：事例集は他でも作られており、重複している事例もあると思う。共有して

バージョンアップしていくことも考えていけるとよい。 

 

○西野委員 

・財源不足や人材不足等に対する支援策の情報も、見やすく整理されており、提供されると有

益かもしれない。 

・自治体によっては、職員の確保が難しい状況と聞く。一方で、地域貢献に取り組みたいとい

う学生もいる中で、就職に結びつきにくいことが課題の一つだと思う。教育機関と連携して

まちづくりに取り組んでいる事例があれば事例集に取り入れてはいかがか。 

  →瀬戸口座長： 先進的なまちが、財源がない中でも取り組んで、成功してから国が制度を

つくることが多い。財源がない中での取組の進め方など、本質的なことも含めて事例集

を検討してほしい。 

   

  ○池田委員（渡辺委員の代理） 

・資料４をみると、農林漁業とエネルギー施策の連携など、首長が主導してまちの産業とエネ

ルギーをつなげている事例が複数みられる。農林水産省でも様々な支援策があるので、情報

提供や新たな事例について問い合わせいただければ、紹介させていただく。 

   

  ○福井委員 

・産業が順調であっても、人口減少が進んでいる地域もあり、一方で、小規模な自治体であっ

ても、一つずつ取組を進めて、人口が増えているまちもある。何を持って、持続的なまちづ

くりと言うか、非常に難しいと感じた。 

・人口のほか、地域にいる方々が活発に、豊かに暮らせているか、生活していきやすいかとい

うことも重要だと感じている。 

・交通課題を、事業者や行政任せにすることに限界があると思う。地域限定で制度を変えて、

一般の方が人や物を運べるようにしなければ、人口が減少してしまうと思う。 

・病院などの地域を支えるインフラがなくなり、移動ができなくなると暮らし続けられなくな

る。暮らしがどうなるかという観点と、地域で稼ぐ方法の種を少しでもつくっていきたい。 

・行政と民間企業がリソースを持ち寄らなければ、まちづくりは難しいと思う。 

・半導体や GX 関連も取り込みつつ、いかにまちづくりを進めて維持していくかについて議論

ができると良い。 

 

○高橋委員 

・メイヤーズフォーラムは素晴らしいものだと思う。フォーラムの様子をホームページに掲載

すると多くの方に見ていただけると思う。 

 

○林委員 

・資料４、No.42 で下川町における森林資源の有効活用に関する事例のように、地域資源をま

ちづくりに生かしていくことが重要だと思う。 

・施設整備にあたり、木材の利用拡大に向けて、取り組んでいきたいと考えている。 
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  ○天野委員 

・地域のポテンシャルを生かして有効活用していくことに着目すべきである。北海道の場合、

GXの観点が、ポテンシャルの一つとしてあると思う。 

・まちに人を呼び込むためにも、住民に残ってもらうためにも、住民目線が重要である。子育

て世代やアクティブシニアに加え、外国人の力をいかに生かしていくかなど、対象を考えた

上で、方策をアピールしてことが重要な観点である。 

・産業や教育など、そのほか全体として機能していくためには、地域全体で対応していくこと

が必要である。行政、民間、住民で壮大な取組になると思うが、関係者が協力しながら、事

例等を参考にして、まちづくりを進めていくことが重要である。 

  →瀬戸口座長： 一昔前であれば企業誘致を一生懸命行っていたが、現在は“住民誘致”が

重要であり、いかに人が暮らしやすいまちをつくっていくかということが重要である。 

 

○鈴木委員 

・事例集について、既存の事例集は、主にうまくいった点が整理されているものが多かったが、

首長が興味を持つポイントは、取組のきっかけとなる「困りポイント」だと思う。何に悩ん

でいたのか、「困りポイント」も事例集に記載することで、これまでになく、かつ有益な事

例集となると思う。なお、私が事例として紹介した留萌市は、JRの廃線があり、財政が厳し

く稼げる産業がなかったことが悩みポイントであった。 

・メイヤーズフォーラムのテーマについては、GX、DXなど大枠のキーワードに加え、道央都市

圏の半導体関連もキーワードになってくると思う。産業の誘致後に産業立地やまちづくりを

いかに進めていくかに着目してはいかがか。 

  →瀬戸口座長：「困りポイント」は良い視点だと思う。双方向で課題を共有して北海道全

体で考えていく形は良い。また、フォーラムのテーマとして、半導体はいずれ取扱いた

いと思う。半導体や DX、洋上風力など、北海道にとってよい風が吹いてきており、捉え

ていく必要があるだろう。 

 

○菅井委員 

・以前、ある地域の方から「外部の方が地域活性化に取り組んでいるが、放っておいてほしい

という気持ちがある」という話を聞き、大変印象に残っている。先ほど、佐藤委員の清水沢

プロジェクトについて説明される中で「地域の方も外部の方も。尊敬しあう気持ちが大切で

ある」といった趣旨の話があり、信頼関係が重要だと感じた。 

・資料 5「『持続可能なまちづくり』の取組を進めるポイント」の内容は、軸がしっかりして

おり、良いと思う。 

・AI や DX の活用については、効率化や DX 化は重要だと考える一方で、高齢化が進み、DX に

対応しきれない人もおられると思う。デジタルだけではなく、いかに人が対応していくか考

えた際に、アクティブシニアに活躍していく方法もあると感じた。 

  →瀬戸口座長：最近では、後期高齢者でもデジタルに対応できる人も増えている。 
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○若杉委員 

・交通分野については、バスの減便など地域輸送が困難な中においても、地域の足を確保する

ため、既存の路線バスやタクシーだけではなく、公共ライドシェア、日本版ライドシェア、

乗合タクシー、スクールバスの一般混乗など輸送資源を総動員していくことが必要と考えて

いる。国土交通省では共同化・協業化を推進しており、自治体が司令塔となり、輸送資源を

フル活用しながら、地域の関係者が連携し実態にあった運送サービスを確保・維持できるよ

う、支援している。 

・ここで沼田町の事例を紹介する。以前は、部活動のために隣町の学校まで通う必要があり、

保護者の送迎がなければ、部活動をあきらめざるを得ない状況であったが、公共ライドシェ

アを運行し、自動車学校の職員が運送業務を担うことで、生徒の移動の足を確保している。 

→瀬戸口座長（総括含めて） 

・地域の自立に必要なことは、サーキュラエコノミーであると考える。地域の中で、経済

を循環させていく仕組みや産業の視点が重要である。 

・北の住まいるタウンは、サーキュラエコノミーから着想を得た。エネルギーの循環を考

えると、経済的な対価の 9割は地域の外に出ていってしまうため、地域内でいかに循環

させていくかという考えがあった。 

・GXや半導体の企業が立地し、北海道の中で、いかに回していくかという観点が、重要で

ある。 

・事例集については、本日出された意見を踏まえて検討していただきたい。また、各事例

の紹介にあたっては、資料 3 の補足資料にあるようなポンチ絵など、一見してわかりや

すいものがあるとよい。 

・事例集をスマホやパソコン等で見ることができるよう、デジタル化についても検討いた

だきたい。 

 

○柳川委員 

・上下水道については、先ほどお話した１０１自治体の調査の中で、課題と回答した自治体は

３自治体ほどであった。図書館・体育館・役場庁舎等、公共施設の老朽化については 10％程

度みられたが、上下水道については、数市町村程度しか課題としてあげていなかった。ただ、

目に見えないところで老朽化が進んでいる可能性があるのではないかと思う。建設部の所管

と思われるため、問題を先んじて取り上げることも重要だと感じている。 

→瀬戸口座長：上下水道については、首長と話す中で、表立っては話さないものの、実は

問題を抱えている場合がある。解決策として考えられることはあるが、基準や法律、居

住権などにも及ぶことから、実際の解決に至るには難しい面もあると予想される。 

 重要な視点であることから、今後検討していきたい。 

 

○財津委員 

・北の住まいるの４つの取組の一つ「災害に強いまちづくり」と関連し、むかわ町は道内で唯

一、復興計画を策定しており、参考になると思う。事例として追加してはいかがか。 

・国の事例集の中で取り上げている道内の市町村は函館市と長万部町で、資料 4の事例と重複

しておらず、また、道外の事例についても重複していないことを申し添える。 
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○瀬戸口座長 

・個別の事例紹介について情報があれば、事務局に提供いただきたい。 

 

【議題３】 

＜事務局より、資料７に基づき説明＞ 

 

○瀬戸口座長 

・メイヤーズフォーラムはいつ開催する予定か。 

 

 ○事務局 

・10月末の開催予定である。 

 

○瀬戸口座長 

・大変参考になると思うので、ぜひともご参加いただきたい。 

 

以上 


